
提言「中部州の姿」について

１．中部５県の現状

中部５県の人口・面積・ＧＤＰは、オランダ一国に匹敵。

２．国の出先機関の管轄は多様（本文p.18参照）

中部５県における国の地方支分部局は「東海」「関

東」「信越」など、省庁ごとに区域や呼称が異なる。

平成21年７月13日
(社)中部経済連合会

全国 中部５県 シェア

人口（千人） 127,771 17,321 13.6%

面積（km2） 377,903 42,905 11.4%

地域総生産（億円） 5,188,241 770,195 14.8%

工業品出荷額（億円） 3,367,566 914,066 27.1%

小売業販売額（億円） 1,345,717 188,374 14.0%

農業産出額（億円） 84,449 10,052 11.9%

３．広域地方計画区域「中部圏」の考え方

国土形成計画法の「広域地方計画」区域設定に際し

ては、次のような様々な要素が勘案されているところ。

●産業、経済、人材等の地域資源の多様性と規模

●国際空港や主要港湾など、基幹的な国際交流基盤

●防災・減災対策や災害時の代替性確保、水資源等

の安定的供給

●自然、経済、社会、文化等における密接な関係

⇒このような要素を勘案して成立した「中部圏」が、

道州制の枠組みを考える際の基礎となるべき。
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「中部州の姿」－住みやすい地域・働きやすい地域No.1を目指して－

Ⅰ.中経連が提唱する道州制とは（本文p.1-9）

 人口減少、生活圏の拡大、

国・地方を通じた財政危機

 国と地方の役割分担の再構築

国：外交・防衛・国家戦略等

州：広域的な社会資本整備等

基礎自治体：住民に身近な行政

 国・州・基礎自治体の新たな役割分担に沿った税財政
制度の抜本改革を実施する。

 概ね10年後（2015-2018年）を目途に道州制に移行する。

Ⅱ.基礎自治体と州との関係（本文p.10-14）

 地方分権を進め、基礎自治体（市町村）が住民生活に
身近な事務を企画・立案・執行する形を目指す。

 基礎自治体は人口・財政規模にかかわらず一定の事務
事業を担うため、すべての基礎自治体が同格。

 小規模自治体に対しては、周辺自治体の協力または州
政府の「ブロック機関」(地方事務所)により補完する。

 いわゆる「都市州」は、基礎自治体への補完等を考え
る上では適当でない（東京23区は別途検討が必要）。

Ⅲ.中部州の構成（本文p.15-29）

 早期の道州制移行を実現するため、現行憲法の枠
内で可能な（憲法改正が前提でない）制度とする。

 州は現行憲法に定める「普通地方公共団体」であ
り、直接公選の首長と議会を持つ。

 中部州は、長野・岐阜・静岡・愛知・三重の５県
で構成する。

 州政府の統治機構の中枢が置かれる「州都」は、
少なくとも設立当初は、交通利便性に優れた都市
に置かれるべき。

 州の首長の重責に対応し選挙制度の見直しや多選
制限（２期８年）、部局長へ政治任用を拡大する。

 州議会の議員は現在の県議会議員の概ね１／３、
定数100名程度とする。

 首長のリコール・議会の解散など、住民の意思を
直接問う制度も設ける。

Ⅳ.道州制で変わる中部の地域社会（本文p.30-48）

 国から州へ権限と財源を移譲することにより、中
部の実情に合った広域的な産業振興や、重点的な
社会資本整備などが進む。

 州政府が独自の施策を展開することで、住みやす
い地域・働きやすい地域である中部州を実現する。

（10項目の具体像は次ページ以降）

地方分権を進め
簡素で効率的な
行政を目指す。

市町村の自立自助
に加え、補完や
広域連携が不可欠。

国から地方へ権限と財源を大幅に移譲し、国と基礎自治体
（市町村）の間に広域自治体である「州」を設けるべき。
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(1)環境先進地域・中部

 豊かな自然に恵まれ、有力な環境技術を有する企業が
集積する中部は、道州制の下で環境先進地域としてさ
らに発展を遂げる。

 道州制に移行すると、商工業の振興や環境規制・対策
が州の役割となるため、広域で産学官の連携を深め環
境技術の高度化に努めることが可能となる。

＜例えば＞

 中心市街地への車両乗り入れ規制等、州独自の施策で
環境負荷を低減した交通体系を実現

 水資源の利活用・循環の促進

 再生可能エネルギーの利活用の促進

道州制で変わる中部の地域社会（10分野の具体像）①

(2)高度な産業集積

 中部は、輸送用機器・電気機械・電子部品・プラス
チック製品など多様な業種が集積する、わが国有数の
工業地帯である。

 現在は各県が個別に展開している政策を州政府が一元
的に担うことで、広域的な見地に立った産業振興を進
めることが可能となる。

＜例えば＞

 海外企業誘致窓口の一元化、公的研究施設の集約再編

 航空機産業・ロボット産業など地域の強みを活かした
産業への重点投資

(3)社会資本整備による地域振興・国際交流の促進

 道州制に移行した後、中部州が持続的な発展を遂げ
るためには、社会資本の着実な整備が欠かせない。

 国から州へ、権限と財源が移譲されることにより、
国際競争力の強化に資する空港・道路・港湾の整
備・管理を戦略的かつ効率的に進めることが可能に
なる。

＜例えば＞

 地域のニーズにもとづき、国際交流拠点の形成に資
する空港・港湾・道路網を重点的に整備

 州が設置から維持管理までを一貫して実施すること
で、社会資本整備が効率化

(4)州独自の教育体制の構築

 中部州が持続的に発展を遂げるためには、「人づく
り」すなわち教育の充実が不可欠。

 教育行政を州と基礎自治体に集約し、州ごとに特色
ある教育体制を構築する。

＜例えば＞

 ５県下の国公立大学を「中部州立大学」として再編

 州独自のカリキュラムにより、語学教育や公立の中
高一貫教育を充実
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(6)魅力あふれる観光文化地域｢セントラルジャパン｣

 中部は、自然景観や史跡など、特色ある観光資源に恵
まれた地域である。

 県・市町村別の観光行政を再編し、州政府が広域的に
戦略を立案、観光の振興を図る。

＜例えば＞

 国際的なＰＲの一元化

 通訳・ガイドをはじめとする観光の基盤整備

道州制で変わる中部の地域社会（10分野の具体像）②

(7)地域ニーズに合致した農業

 中部は、多種多様な農業が盛んな地域である。

 全国一律の農業政策を改め、州政府が地域のニーズに
即した施策で農業の活性化を図る。

＜例えば＞

 新規参入や農商工連携を促進し、生産性を向上

 国内外でブランドを確立し、地産地消を拡大

(9)地域の実情を踏まえた保育が実現した中部

 保育所の数と質の確保が求められている。

 州政府が、地域の実情に応じて保育所の設置に関す
る基準緩和などを進める。

＜例えば＞

 州独自の基準による高齢者福祉施設との一体運用

 幼保一元化・企業との連携による保育の充実

(8)医療の質の向上、医師の地域的偏在を解消

 中部においても医師や医療機関の偏在により、地域
医療は危機に瀕している。

 州政府が医療体制を再編し、地域のニーズに応じて
医師の育成や診療科の設定を可能にする。

＜例えば＞

 ドクターヘリの広域運用など、救急医療体制の強化

 独自の研修制度による、僻地医療の再構築

(10)安心安全な地域の形成

 自然災害・犯罪リスクに対する広域対応が必要。

 州政府の下に災害対応や警察行政を一元化すること
で、広域にわたり迅速に対応することが可能になる。

＜例えば＞

 広域防災拠点の整備 (指揮所・震災がれき処理場)

 広域犯罪捜査の体制整備

(5)一体的な森林整備により自然災害への備えを強化

 中部は、急峻な山岳と長大な河川を有する、豊かな森
林に恵まれた地域である。

 州政府が総合的な森林計画を策定することで、水源涵
養・治山治水への対応を厚くする。

＜例えば＞

 州が森林・河川・海浜整備を流域単位で一貫して実施

4


